
（ ）

第　37 期

中 間 事 業 報 告 書決 算 期

定 時 株 主 総 会

基 準 日

配当金受領株主確定日

公 告 掲 載 新 聞

１単元の株式の数

株 式 名 義 書 換

名義書換代理人

同 事 務 取 扱 所

郵 便 物 送 付 先
電 話 照 会 先

同 取 次 所

3月31日

6月下旬

3月31日

その他必要があるときは、あらかじめ公

告のうえ基準日を定めます。

利益配当金　3月31日

中間配当を行うときの確定日は9月30日

日本経済新聞

500株

東京都港区芝三丁目33番1号

中央三井信託銀行株式会社

東京都杉並区和泉二丁目8番4号（〒168－0063）

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

電話　（03）3323－7111（大代表）

中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本支店、出張所

（お知らせ）
平成13年10月1日施行の商法改正により、当社の1単位の株式数

（50 0株）は1単元の株式数（50 0株）に変更になりました。
なお、単元未満株式の買取手続きは、単位未満株式の買取手続き

と同様です。

株主メモ

平成13年4月 1日から
平成13年9月30日まで

〔 〕
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株主の皆様へ 業 績 の 推 移

営 業 の 概 況

株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

平素は、格別のご支援を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社の第37期上半期（平成13年4月1日から平成13年9月30日まで）が終

了いたしましたので、営業の概況についてご報告申しあげます。

当中間期におけるわが国経済は、これまで景気を下支えしてきたIT関連産業の
製品価格が大幅な需要減退により急落したことを受け、企業収益の急激な落ち込
みに加え、個人消費も将来不安を背景に低迷を続けるなど、景気は悪化の度合い
を強めてまいりました。
建設業界におきましても、景気の先行きが不透明なことから企業の設備投資意

欲は減退しており、さらには官公庁の財政悪化という事情が加わり、受注環境は
極めて厳しい状況が続きました。
このような状況のもと、当社におきましては首都圏を中心に営業拠点を拡充し、
大阪・横浜にモデルハウスをオープンさせるなど、営業力の強化に取り組んでま
いりました結果、受注高は前年同期比48.2％増の20,224百万円、売上高は前年同
期比30.6％増の13,182百万円となりました。
しかしながら、利益につきましては前期までの厳しい競争のもとで受注した工

事の売上に占める割合が大きく、工事原価の圧縮に努めてまいりましたが、期待
したほどの利益率の改善には至らず厳しい結果を余儀なくされました。このため
経常損失は1,182百万円、中間損失は1,118百万円となりました。
今後の経済見通しにつきましては、IT関連需要の低迷を背景に民間設備投資や

個人消費は引続き低水準で推移することが予想されるうえ、米国の同時多発テロ
事件により世界的に景気回復の遅れが懸念されるなど、情勢はさらに厳しさを増
すものと思われます。
当社はこうした情勢に対処し、圧倒的な競争力を確保するため、間接部門にお

ける業務のスリム化やアウトソーシング化を徹底し、営業部門への人員増強をは
かるなどの諸施策を積極的に推進し、小松建設工業株式会社をはじめとするグル
ープ各社との連携をより一層深め、グループを挙げて業績の回復に注力してまい
ります。
株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご理解とご支援を賜ります

ようお願い申しあげます。

平成13年12月
代表取締役社長 � 松　孝　育

会 社 の 概 況

期　別

項　目

当 中 間 期
平成13年4月1日から
平成13年9月30日まで

売 上 高

経 常 利 益

中間（当期）利益

総 資 産

純 資 産

13,182

△ 1,182

△ 1,118

35,651

23,097

10,091

△ 770

△ 494

36,489

22,955

40,071

2,108

1,085

39,319

24,392

（ ）
前 中 間 期

平成12年4月1日から
平成12年9月30日まで（ ）

前 期
平成12年4月1日から
平成13年3月31日まで（ ）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円）

主要な事業内容：

株 式 の 状 況：

①建築土木工事の設計および監理ならびに施工請負
②宅地建物取引業
①会社が発行する株式の総数 52,800,000株
②発行済株式の総数 19,440,000株
③株主数 1,542名

（平成13年9月30日現在）

代表取締役会長
代表取締役社長
代表取締役副社長
専 務 取 締 役
常 務 取 締 役
常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役

� 松 孝 之
� 松 孝 育
久 保 棟 男
奥 嶋 　 保
辻 本 幸 男
中 西 達 雄
神戸川　昌　司
江 村 秀 穂
石 本 正 親

取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
監 査 役
監 査 役
監 査 役

番匠谷　敏　雄
井 川 清 茂
山 本 　 生
刀 根 健 一
蜂 谷 道 生
宮 永 文 夫
杉　上　七三夫
後 藤 　 茂
中　島　修之輔

役 員（平成13年9月30日現在）
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中間貸借対照表（平成13年9月30日現在） 中間損益計算書（平成13年4月1日から平成13年9月30日まで）

負債及び資本合計

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

法 定 準 備 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

剰 余 金

任 意 積 立 金

中間未処理損失

（うち中間損失）

その他有価証券評価差額金

資 本 合 計

12,553

2,418

2,144

1,854

290

18,466

19,077

611

（1,118）

69

23,097

35,651

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

未 払 金

未 払 費 用

未成工事受入金

賞 与 引 当 金

完成工事補償引当金

その他流動負債

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退職給付引当金

その他固定負債

9,712

3,784

477

11

40

208

4,464

512

10

203

2,840

2,003

619

217

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

完成工事未収入金

有 価 証 券

販 売 用 不 動 産

未成工事支出金

繰 延 税 金 資 産

その他流動資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工具器具・備品

土 地

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 等

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

科　　　目 金　　額

資 産 合 計 35,651

21,216

7,657

1,874

2,906

20

2,042

5,426

681

612

△ 5

14,434

8,853

2,435

73

68

6,275

42

1

30

11

5,538

1,794

3,056

517

205

△ 35

科　　　目 金　　額

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（ 経 常 損 益 の 部 ）
営 業 損 益
売 上 高
完 成 工 事 高
不 動 産 事 業 売 上 高
売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
不動産事業売上原価
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
不 動 産 事 業 総 利 益

販売費及び一般管理費
営 業 損 失

営 業 外 損 益
営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金
そ の 他 営 業 外 収 益
営 業 外 費 用
支 払 利 息
販売用不動産評価損
そ の 他 営 業 外 費 用
経 常 損 失
（ 特 別 損 益 の 部 ）
特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
投資有価証券売却益
子 会 社 株 式 売 却 益

特 別 損 失
投資有価証券評価損
税 引 前 中 間 損 失
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
中 間 損 失
前 期 繰 越 利 益
中 間 未 処 理 損 失

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　額

11,985
1,196

10,655
1,099

1,329
97

34
6

83
58
4

19
14
22

797

13,182

11,755

1,426
2,504
1,077

41

146
1,182

56

797
1,923
5

△ 809
1,118
507
611

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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本社・大阪本店

東 京 本 店

千 葉 支 店

埼 玉 支 店

横 浜 支 店

名 古 屋 支 店

福 岡 支 店

京都営業支店

東大阪営業支店

南大阪営業支店

神戸営業支店

八千代営業所

柏 営 業 所

松 戸 営 業 所

市 川 営 業 所

三 郷 営 業 所

朝 霞 営 業 所

調 布 営 業 所

川 崎 営 業 所

港 北 営 業 所

相模原営業所

小 牧 営 業 所

草 津 営 業 所

阪 神 営 業 所

大阪府大阪市淀川区新北野1丁目2番3号

〒532-0025 TEL 06（6307）8101

東京都中央区銀座7丁目12番7号

〒104-0061 TEL 03（3544）8101

千葉県千葉市中央区栄町42番11号　日本企業会館

〒260-0016 TEL 043（222）8101

埼玉県さいたま市吉敷町1丁目41番地　明治生命大宮吉敷町ビル

〒330-0843 TEL 048（649）8301

神奈川県横浜市西区北幸1丁目11番7号　日本生命横浜西口ビル

〒220-0004 TEL 045（322）8101

愛知県名古屋市中村区名駅4丁目26番22号　名駅ビル

〒450-0002 TEL 052（541）8101

福岡県福岡市博多区博多駅前1丁目19番3号　博多小松ビル

〒812-0011 TEL 092（433）8101

京都府京都市

大阪府東大阪市

大阪府堺市

兵庫県神戸市

千葉県八千代市

千葉県柏市

千葉県松戸市

千葉県市川市

埼玉県三郷市

埼玉県朝霞市

東京都調布市

神奈川県川崎市

神奈川県横浜市

神奈川県相模原市

愛知県小牧市

滋賀県草津市

兵庫県尼崎市

企業集団の状況（平成13年9月30日現在）

（平成13年9月30日現在）中間連結貸借対照表（要旨） 事 業 所

TEL 075（231）8018

TEL 0729（62）6677

TEL 072（227）8861

TEL 078（242）1717

TEL 047（458）2101

TEL 0471（66）8101

TEL 047（312）3101

TEL 047（358）8101

TEL 048（959）8101

TEL 048（458）7101

TEL 0424（40）3161

TEL 044（850）9551

TEL 045（540）8101

TEL 042（770）8101

TEL 0568（71）4720

TEL 077（569）2204

TEL 06（6431）0800

（平成13年9月30日現在）

（単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 等

科　　　目 金　　額

資 産 合 計 76,162

負 債 合 計 51,123

少 数 株 主 持 分 1,412

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

2,418

1,854

19,293

61

△ 0

資 本 合 計 23,626

負債、少数株主持分及び資本合計 76,162

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

固 定 負 債

39,608

11,515

52,038

24,123

11,149

91

12,882

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結損益計算書（要旨）
（平成13年4月1日から平成13年9月30日まで）

（単位：百万円）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

税金等調整前中間純損失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

中 間 純 損 失

科　　　目 金　　額

34,498

31,926

2,572

4,457

1,884

74

276

2,086

121

972

2,937

80

△ 1,240

238

1,539

連 結 子 会 社：

非連結子会社：

小松建設工業株式会社
小松舗道株式会社
株式会社日本建商（本店所在地：大阪府）
株式会社日本建商（本店所在地：東京都）
やまと建設株式会社（本店所在地：大阪府）
やまと建設株式会社（本店所在地：東京都）
日本オーナーズクレジット株式会社


